
事業概要一覧 【様式２】
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指定管理

委託

補助金
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F
 
審
議
会
・
協
議
会
等
運
営
事
業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

指定管理

委託

補助金

負担金

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施 改善する余地がある

改善する余地がない

改善する余地がある

改善する余地がない11,097

理
由
・
説
明

ICTの活用など、より効率的、効果
的な研修手法を検討する。

負担金 65,719 113,725
理
由
・
説
明

・戸籍事務・住民登録事務・印鑑登
録事務・中長期在留者居住地届出
事務等を、法令に基づき実施。
・マイナンバーカード関連事務の負
担金については、全額国庫補助。

244

12,927 14,815

委託料 67,664

事業費(a)

73 92 251

1,050,200

他自治体や関係団体及び庁内関
係部署との情報共有や会議につい
て、書面審議を行うことやリモート
による会議等、ICTを活用する。

理
由
・
説
明

理
由
・
説
明

ICTの活用など、より効率的、効果
的な研修手法を検討する。

1,044,900 1,154,500

4,161

4,510

2,923 2,935

381212 185

1,032 990

4,300

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。

改善する余地がある

改善する余地がない

改善する余地がある

改善する余地がない

10,420

総コスト(a)+(b) 7,624 10,184 11,664

899

人件費(b) 7,380 9,720

筆耕翻訳料

事業費(a)

1,340

4,050 2,821

1,300

人
権
企
画
調
整
課

同和・人権関係会議
経費

464 1,244

主
な
内
訳

委員報酬 143

（１）戸籍の届出及び住民異動届等に基づく登
録事務（戸籍記載・住民基本台帳への記載・印
鑑登録）
（２）各種証明書の交付（戸籍証明書・住民票
の写し・印鑑登録証明書）
（３）登録証・許可書等の発行（火（埋）葬許可
証・特別永住者証明書・印鑑登録証））
（４）マイナンバーカードの交付

326

人件費(b)

496,704

5,542 5,040

人件費(b)

非常勤報酬・通勤費

堺市同和行政協議会の開催
堺市同和行政推進委員による会議の開催
堺市人権施策推進審議会の開催

主
な
内
訳

3,007

直接実施

指定管理

委託

補助金

負担金

総コスト(a)+(b) 1,208,058 1,274,049 1,778,006

163,158 223,849 623,506

主
な
内
訳

需用費

73,294 77,108

イベント運営委託料 282 302 344

人
権
企
画
調
整
課

人権主担者研修事業

事業費(a)

総コスト(a)+(b)

事業費(a)

人権意識調査業務委託料

主
な
内
訳

人権関係資料の購入

総コスト(a)+(b)

実施内容実施手法

G
 
企
画
・
計
画
策
定
・
調
査
研
究
事
業

直接実施

指定管理

委託

使用料及び賃借料

補助金

・人権施策推進計画の策定及びそれに基づく
庁内各事業課における人権施策の実施把握
・他自治体や関係団体及び庁内関係部署との
人権に関する課題や施策の共有及び課題解
決の方策研究
・人権に関する会議や研修会への出席
・人権課題の研究のための図書購入
・庁内における人権施策を円滑に推進するた
めの市民団体等との調整

　各課に一人以上の人権主担者を置き、通算
して2年間の研修を実施する。
【必須研修】
・Aグループ研修Ⅰ・Ⅱ
・Bグループ研修
・全体研修会
・Bグループ研究発表会
・班別研修

戸
籍
住
民
課

戸籍住民基本台帳事
務

所管局 市民人権局

事業概要 投入量（千円）

54,120

63,503

人権企画調整経費

人
権
企
画
調
整
課 人件費(b)

52,796

45,920 53,460

59,970

R2予算

6,876 6,510 9,383

1,419

H30決算 R1決算

1,358

負担金

所
属 事務事業名
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